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１．はじめに 

日本においては，2050 年までのカーボンニュートラルの

実現に向けて，民生部門での CO2 削減が急がれている．家

庭における CO2 排出量の削減対策として，電化による省エ

ネと電力の脱炭素化の重要性が指摘されている．他方で，

レジリエンスの観点からは，多様なエネルギー源を持つこ

との重要性も指摘されている．しかし，家庭におけるエネ

ルギーレジリエンスに関しては，考え方の整理に加えて，

議論のベースとなる定量的な情報は必ずしも十分とは言え

ない．そこで以下では，家庭の電化，およびエネルギーレ

ジリエンスに関するこれまでの議論を整理したうえで，暖

房用エネルギーに焦点をあて，環境省の家庭 CO2 統計[1]の

2019 年の個票データから，家庭の属性別に暖房用エネルギ

ーの使われ方，暖房用エネルギー支出について比較する．

最後に，暖房用エネルギーのレジリエンスについて，厳寒

期の暖房需要に焦点をあてた感度分析を行い考察したい． 

 

1.1 電化についての先行研究 

Pallonetto et.al.[2] は，アイルランドの既築戸建住宅

を対象に，オール電化住宅への改修による省エネ，CO2 削

減効果を調査し，太陽光発電設備，地中熱ヒートポンプ，

電気自動車用充電器，建物構造の改善とあわせることで，

最大 45%の省エネと約 29%の CO2 削減を達成できたとして

いる． 

Khezri et al.[3]は，オーストラリアにおけるオール電

化の世帯と，ガスと電気の併用世帯について，PV と蓄電池

を所有している世帯，PV のみ所有している世帯，いずれも

所有していないモデル世帯を想定し，それぞれの NPV（正

味現在価値）を比較している．その結果，オール電化住宅

では PV，蓄電池システムがより経済的であり，PV や蓄電池

を設置しない場合はガス・電気併用住宅の方が NPV は高い

ことを指摘している． 

Padovani et. al.[4]は，米国中西部の天然ガスが供給さ

れない寒冷地における典型的な住宅を想定し，電化のポテ

ンシャルを分析している．ヒートポンプと太陽光発電を併

用することで，寒冷地の暖房需要においても電化のメリッ

トがあることを確認している． 

Hoshino and Ogawa[5]では，岩船他[6]の手法を参考に，家

庭のエネルギー需要をすべて電力で賄うオール電化世帯に

焦点をあて，日本の家庭部門におけるオール電化の決定要

因について，以下のバイナリロジスティック回帰モデルを

用いて地域別・所得別の特徴を明らかにしている． 

 

𝑃𝑃(𝑦𝑦𝑖𝑖 = 𝑗𝑗) = 𝐹𝐹𝑖𝑖𝑖𝑖�𝒙𝒙𝒊𝒊𝒊𝒊′ 𝜷𝜷�,      𝑖𝑖 = 1,2, … 𝑛𝑛, 𝑗𝑗 = 1,0 
𝑃𝑃(𝑦𝑦𝑖𝑖 = 1) + 𝑃𝑃(𝑦𝑦𝑖𝑖 = 0) = 1 

 

ここで，𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖′ は説明変数ベクトル, 𝛽𝛽はモデルの推定パラ
メータベクトルである．𝑃𝑃(𝑦𝑦𝑖𝑖 = 1)，𝑃𝑃(𝑦𝑦𝑖𝑖 = 0)はそれぞれ，
オール電化か否かの確率を示す． 

表 1 はその分析結果の主なものを示したものであるが，

戸建で， PV を設置し，世帯収入が高く，建築年が新しい

ほどオール電化になる確率が高まることがわかる．また，

競合するエネルギー源に対して電力単価が相対的に安価に
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なると，オール電化に転換する確率が高まることも示され

ている．加えて暖房度日のパラメータはマイナスで有意な

説明力を持っており，より寒冷地ほど，オール電化住宅を

選択する確率が低くなることを意味している． 

 

1.2 レジリエンスについての先行研究 

 

Hasselqvist et.al.[7]は，家庭におけるエネルギーレジ

リエンスに関する文献レビューを行っている．再エネの拡

大に伴う電力供給の不安定化などを背景にエネルギーレジ

リエンスへの関心が高まっているものの，電力をいかに確

保するかが論点になりがちだと指摘する．これに対して，

代替的なエネルギー源，エネルギー効率，需要側の柔軟性，

エネルギー節約などの多様な視点を提示している． 

Aki[8]は，東日本大震災の経験から，日本におけるエネル

ギーレジリエンスを考えるときに，地震も含めた自然災害

を念頭に置いた備えが重要になること，その影響は長期に

わたる可能性があることを指摘している． 

Jasiunas et.al.[9]は，エネルギーシステムのレジリエン

スに関する需給両面からの包括的な文献レビューを行って

いる．需要側のレジリエンスに対する主要な脅威の一つと

しては，最終エネルギー消費形態の多様性の減少をあげて

いる．例えば暖房と輸送部門の電化によって，電力供給途

絶のコストが大きくなることを指摘している． 

2020 年に経済産業省で，「エネルギーレジリエンスの定

量評価に向けた専門家委員会」[10]が立ち上げられ，エネル

ギーレジリエンスについて「平時には需要家を含む社会に

対して所要のエネルギーを安定的に供給するとともに，有

事には自然・人為的災害等によるエネルギー供給支障（エ

ネルギーの供給の途絶）が，人命・資産や経済活動及び社

会にもたらす影響を低減するための，災害等の発生前後に

おける，ハード・ソフト面での安全性・堅牢性及び迅速な

停止復旧能力である」と定義している．半年後にまとめら

れた中間整理では，需要家視点からのレジリエンス評価に

おける重要項目の一つとして代替性のあるエネルギー調達

が取り上げられ，その指標として「調達の多様性」があげ

られている． 

 

2．家庭用 CO2調査の個票データの整理 

2.1 エネルギーの多様性  

 需要家視点でのエネルギーレジリエンスの指標として挙

げられているエネルギーの多様性の実態について，以下で

は環境省の家庭 CO2 統計の個票データでみていきたい．こ

こでは世帯属性別に，暖房用エネルギーの多様性に違いが

あるかを確認する． 

図 1 は，個票データを都道府県別平均値に集計したうえ

 
データ出所：「家庭の CO2排出実態調査」[1]より著者ら作図 

図 1 暖房度日（横軸）と暖房用エネルギー数(縦軸) 

世帯収入別(都道府県平均) 

 

 
データ出所：「家庭の CO2排出実態調査」[1]より著者ら作図 

図 2 暖房度日（横軸）と暖房用エネルギー数(縦軸) 

住宅種別(都道府県平均) 
 

表 1 オール電化の選択要因に関する先行研究 

 
出所：Hoshino,Ogawa[5] の表から著者ら再構成． 

注：暖房度日は，日平均気温が 14℃を下回る日の日平均気温

と 14℃の差を一年間合計した値とし，県庁所在地データから

都道府県別に推計している． 
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で，横軸に暖房度日，縦軸に暖房用エネルギーの種類数を

とって世帯収入別にプロットしたものである．おおまかな

傾向として，暖房度日が大きいほど，暖房用エネルギーは

多種類を用いる右上がりの関係を確認することができる．

他方で，世帯年収が 1000 万円以上の高所得世帯では，暖房

度日と使用する暖房用エネルギーの数には関係性は見られ

ない． 

同じく図２は，住宅種別にプロットしたものである．図

の結果から，戸建てで PV を設置した世帯，戸建てで 2000

年以降に建築した世帯を除けば，暖房度日が大きいほど，

暖房用エネルギーは多種類を用いる傾向がみられる． 

 以上から，暖房用エネルギーに関しては，暖房期のエネ

ルギー確保について，レジリエンスに対する優先度が高い

寒冷地において，エネルギー源を多様化していると言える． 

他方で，PV 設置世帯，高所得世帯や建築年数が比較的新

しい世帯では，暖房度日との間に明確な関係性はみられな

かった．これらの世帯では，暖房用エネルギー源の多様化

以外の方法でレジリエンスを確保している可能性があるこ

とから，詳細な分析は今後の課題である． 

 

2.2 暖房用エネルギー源による差異 

次に，暖房の電化の有無を中心に，暖房用のエネルギー

源別の利用実態をみていきたい．以下では，エネルギー源

による差異を比較可能にするために，暖房に単一のエネル

ギー源のみを使用している世帯を対象に分析する．表 2 は，

電力のみ，ガスのみ(都市ガス，LP ガス問わず)，灯油のみ

で暖房している世帯が，地域別全世帯に占める割合を世帯

属性別に比較したものである．ここで北日本は，北海道，

東北，北信越の 12 道県，中日本は関東及び山梨県，東海，

中部，近畿の 18 都府県，西日本は四国，中国，九州の 17

県とする．北日本については，寒冷地としての特性の違い

を分析するために，北海道，東北，北信越に分割している．

各セグメントにおいて，該当する標本数が 10 未満の場合

は，十分な信頼性が得られないと考え集計から除外してい

る． 

 まず，暖房に電気のみを使用している世帯の比率は，全

世帯では，北日本で 7～27.1％にとどまるのに対し，中日

本，西日本の比率はいずれも 3割を超える．同様の傾向は，

戸建ＰＶ非保有，集合住宅，2000 年以前建築の戸建でみら

れる.これに対して， 2000 年以降建築の戸建での電気のみ

世帯比率は，北日本と中日本の差は小さくなっている．2000

年以前に建築した住宅との比較では、2000 年以降に建築し

た住宅では,中日本，西日本と同様に北日本においても暖房

に電気のみを使用する世帯の比率が急上昇していることを

確認できる．特に北陸・長野では 47.4％と，中日本の 35.3％，

西日本の 42.6％均より高い比率になっている．Hoshino and 

Ogawa[5]で指摘しているように，北陸では電気料金が安価で

あることも要因の一つとして考えられる．図 3 は,暖房に電

気のみを使用している全世帯を対象に，最も頻繁に使用さ

れている暖房機器のうち，エアコンと電気蓄熱暖房機器の

割合を都道府県別に比較したものである．北日本ではエア

コンの比率が低い一方で，電気蓄熱暖房機器の比率が比較

的高いことが確認できる． 

ガスのみを使用している世帯については十分な標本数を

得られていないが，比較可能な北海道と中日本についてみ

ると，集合住宅のほか 2000 年以降に建築された戸建て住宅

において，ガスのみで暖房している世帯の比率が高めにな

っている． 

暖房に灯油のみを使用している世帯の比率は，戸建で PV

保有世帯以外では，北日本で際立って高い．また，2000 年

以前に建築した戸建て住宅では灯油のみ世帯が多いのに対

し，2000 年以降に建築した戸建て住宅では電気のみ世帯が

表 2 暖房に単一のエネルギー源を使用している世帯の比率  

 

注：分子の値が度数 10 未満のカテゴリーは集計対象から除外 

データ出所：「家庭の CO2排出実態調査」[1] 

 

 
データ出所：「家庭の CO2排出実態調査」[1] 

注)暖房に電気のみ使用世帯の標本数が 10世帯未満の都道府県(秋田，栃木,山梨各県)は除く 

 

 

図 3 最頻使用暖房機器別の世帯比率 

(暖房に電気のみ使用の全世帯対象,都道府県平均) 
 



IEEJ: 2023 年 2 月掲載 禁無断転載 
 

4 
 

多い．ともにオール電化住宅，オールガス住宅の普及を背

景にしたものと考えられる． 

図 4 は，個票データを都道府県別平均値に集計したうえ

で，横軸に暖房度日をとって，それぞれ暖房用のエネルギ

ーとして電気，灯油，ガスのみを用いている世帯の比率を

縦軸にとってプロットしたものである．その結果，暖房度

日が大きくなるほど電気のみ世帯の比率は低く，逆に灯油

のみ世帯の比率は高くなることがわかる．ガスのみ世帯に

ついては十分な標本が得られていない都道府県もあること

から，はっきりした傾向は読み取れないが，灯油と同じく

暖房度日が高いほどその比率も高くなる傾向は読み取れる． 

 

2.3 戸建て世帯での暖房用エネルギーの経済性比較 

Hoshino and Ogawa[5]では，戸建てか否か，PV 設置世帯

か否かが家庭の電化に大きな影響を与えていることを確認

している．以下では戸建て世帯に対象を絞って，属性別に

暖房用エネルギーの経済性を比較する．表 2 でみたように，

暖房用のエネルギーとしてガスのみを使用している世帯で

は十分な標本数が得られないため，電気のみ，灯油のみを

使用する世帯に絞って，暖房用エネルギー消費量，エネル

ギー価格，エネルギー支払額を地域別に比較したのが表 3

である． 

暖房用エネルギー需要は，暖房度日と強い相関があるこ

とが予想されるが，暖房度日は，北日本，中日本，西日本

で大きく異なることから，暖房用エネルギー需要を暖房度

日で除すことで，気温による影響をそろえたうえで，暖房

度日当たり暖房用エネルギー消費量を比較したのが表 3 の

第１列目である．この結果，北日本の３つの地域（北海道，

東北，北信越）では，気温による影響を除いても，中日本，

西日本と比べて，より暖房エネルギーを使う傾向にあるこ

とがわかる．霜取りが必要なこと，外気温が低く断熱が難

しいことなどから，寒冷地では電気暖房の暖房効率が相対

的に低いこと，補助的により効率の低い電気ストーブ等が

多く用いられている可能性を指摘することができる．また，

表 3 には示していないが北海道，中日本，西日本では，2000

年以前に建築した住宅より，2000 年以降に建築した住宅に

おいて暖房用の電力消費量が少ない傾向がみられることか

ら，断熱や暖房機器の性能向上が影響していると考えられ

る． 

次に，世帯規模による影響を除くために，戸建て世帯に

ついて，世帯人員で除した世帯当たり暖房用エネルギー需

要を地域別に比較したのが表 3 の第 2 列目である．暖房度

日当たりの暖房用エネルギー消費量と同様に，北日本に比

べて，中日本，西日本では一人当たりの暖房用エネルギー

消費量が小さくなることを確認できる．また，エネルギー

源別に比較すると，灯油のみ世帯に比べて電気のみ世帯の

エネルギー消費量は概ね 1/2～1/3 になる．これは，ヒート

ポンプエアコンのエネルギー効率が高いためである． 

表 3 の第 3 列目は，暖房用エネルギーの熱量当たりの平

均価格を比較したものである．2 次エネルギーである電力

価格は，灯油価格よりも高くなる．また，PV 設置世帯では，

非設置世帯よりも電力コストは低いことが確認できる．最

後に表 3 の第 4 列目は，エネルギー消費量とエネルギー価

格から求められる暖房用のエネルギー支出額を比較してい

る．地域による世帯規模の違いを考慮して，世帯人数で除

した一人当たりの暖房用のエネルギー支出額を比較してい

る．その結果，中日本，西日本では，電気のみの世帯より

も灯油のみの世帯のほうがエネルギー支出は大きくなるが，

北日本のうち，北海道，東北では，灯油のみの世帯に比べ

表 3 戸建世帯の暖房用エネルギーの消費と支出 

電気/灯油のみ使用世帯 
 

 
出所：「家庭の CO2排出実態調査」[1]より著者ら作成 

 

 

 
 

データ出所：「家庭の CO2排出実態調査」[1] 

 

図 4 暖房度日(横軸)と電気/灯油/ガスのみ世帯 

の比率(都道府県平均)  
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て電気のみの世帯の方が大きくなることを確認できる． 

 

3．感度分析(停電の影響) 

 ここまで見てきたように，北日本においても暖房を電気

のみに頼る世帯は一定以上あり，また戸建て住宅のうち建

築年数が新しい世帯のほうが電気のみの比率が増加する傾

向にある．以下では家庭の暖房用エネルギーのレジリエン

スに与える影響をみるために，電気のみ・灯油のみを使用

している世帯を対象に稀頻度重大事象を想定した感度分析

を行う． 

 仮に一年で最も寒い日に停電が発生し，復旧までに 3 日

間を要する稀頻度重大事象の発生を想定する．47 都道府県

の各県庁所在地について，それぞれ一年間の日平均気温デ

ータから最寒日を特定し，暖房度日の定義に従って 14℃と

の差を求める．その値に，表 3 で示した戸建て世帯の暖房

度日当たりのエネルギー消費量の都道府県別平均値を乗ず

ることで 3 日分の暖房用に必要なエネルギー量を求めた．

表 4 は都道府県別の該当世帯数で加重平均して求めた地域

別の世帯平均である． 

表 4 から，厳寒日の停電が 3 日間継続した場合に，電気

のみで暖房する戸建て世帯で 3 日分の暖房用に必要な蓄電

量は北海道で 118kWh となる．これは某 EV 自動車メーカー

のロングレンジの EV バッテリ容量なみの電池に匹敵する．

これに対して，中日本では 29kWh と北海道の 1/4 の蓄電池

容量で済む．ここで 2019 年度の家庭 CO2統計から，太陽光

発電を保有する世帯の平均発電量を求めると一日当たり

14.3kWh，3 日間で 43kWh となる．中日本では，ここで想定

した稀頻度重大リスクの場合でも，仮に PV を設置した世帯

で EV 蓄電池があれば，電気のみの暖房世帯であっても，厳

冬期 3 日間の暖房需要には備えることが可能な計算となる．

表 4 では，比較のために灯油のみで暖房する戸建て世帯で

3 日間の暖房に必要な灯油の量も試算している．3 日分の暖

房用に必要な灯油量は北海道でも 40ℓであり，18ℓのポリタ

ンク約 2 個分に相当することがわかる．  

 
4．おわりに 

家庭におけるエネルギーレジリエンスに関しては，現状

では議論のベースとなる定量的な情報は必ずしも十分とは

言えない．「家庭の CO2排出実態調査」は，家庭の属性と紐

づいたエネルギー消費に関する個票データとして貴重な情

報源である．そこで本研究では，このデータを用いて家庭

の暖房用エネルギーに着目し，住宅の建て方別，地域別，

使用エネルギー別にレジリエンスの実態を明らかにした． 

その結果，エネルギーレジリエンスの指標でもある使用

エネルギーの多様性は，高所得世帯，PV 設置世帯，築浅世

帯以外では，寒冷地でより大きくなる傾向がみられた． 

次に，エネルギー源間の比較を可能にするために，単一

のエネルギー源に依存している世帯を対象に，使用エネル

ギー種別ごとの特徴を分析した．その結果，暖房度日が高

くなるほど電気暖房の比率が低下することを確認した．ま

た，一人当たりの暖房用エネルギー支出を比較すると，北

信越，中日本，西日本では電気のみで暖房する世帯の方が

灯油のみで暖房する世帯に比べて経済的負担が小さいのに

対して，北海道，東北では，電気のみで暖房する世帯でよ

り負担が大きくなることを確認した．さらに厳寒期に 3 日

間の暖房用エネルギーの供給途絶を想定した感度分析の結

果から，北海道で暖房用エネルギーを確保するためには，

100kWh を超える大容量の蓄電容量が必要なことがわかっ

た． 

家庭 CO2 排出実態調査を用いた分析からは, 以上のよう

に,特に暖房用のエネルギー需要が大きい北日本において, 

エネルギー源が多様化されている実態が明らかになった.

また,感度分析の結果からは,停電時の影響が寒冷地で最も

大きく,このためエネルギー源を多様化していくことが,リ

スク緩和に資する可能性があることが示唆された.電力需

給ひっ迫や災害発生時におけるエネルギー供給途絶が重大

なリスクになる地域においては,レジリエンス確保のため

にエネルギー源の多様化が重要であると言えるだろう．こ

れに対して，都市部や非寒冷地では一つのエネルギー源に

集約することによる経済性や効率性が重視される傾向にあ

ることも分かった． 

これらから，電源の低炭素化と電化推進を柱とする家庭

部門でのカーボンニュートラルの推進にあたっては，地域

特性を踏まえたきめ細かな政策対応が必要になるといえる． 

 
謝辞 

 本研究は，環境省が実施する一般統計調査である「家庭

部門の CO2 排出実態統計調査」及び「家庭からの二酸化炭

素排出量の推計に係る実態調査 全国試験調査」の調査票

情報を用いて実施しました．関係者の皆様に感謝申し上げ

ます． 

図 4 厳寒日の停電が 3 日間継続した場合に 

戸建世帯の暖房に必要なエネルギー量 

電気/灯油のみ使用世帯 

 
出所：「家庭の CO2排出実態調査」[1]より著者ら作成 
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